
 

 

様式第３号の２（第５条関係） 

【譲渡先が２者の場合】 

 

◆ 下請負人保護に関する特約条項 ◆ 

 

第１条（被担保債権） 

  債権譲渡は、将来  ＜債権譲渡人＞ （以下、「甲」という。） ＜債権譲受人１＞ （以下、「乙」という。） 

及び ＜債権譲受人２＞ （以下「丙」という。）間で締結する（例えば「金銭消費貸借契約」）に基づいて乙及び丙

が甲に対して取得する債権（以下、「乙及び丙の債権」という。）を担保するため、並びに甲が本件工事請負契約を履

行するために使用する下請負人が、甲に対し、本件請負工事について現在有し及び将来確定し取得することあるべき下

請工事代金債権または資材納入にかかる売掛債権（以下、「下請債権」という。）を担保するためになされるものであ

って、乙及び丙が甲に対して有する乙及び丙の債権以外の債権を担保するものではない。 

２ 前項の下請負人とは、甲が本件請負工事を履行するために使用する工事業者（法人、個人を問わない）または資材納

入業者（法人、個人を問わない）で、第４条にしたがって受益の意思表示をした者 をいう。 

 

第２条（被担保債権の優劣） 

（文例１） 

  被担保債権の中に乙及び丙の債権と下請債権とがあるときは、譲渡債権のうち□□％については下請債権が優先し、 

乙及び丙は、下請負人への支払をしたその残額について乙及び丙の債権への弁済に充当することができる。 

２ 下請債権が二つ以上あるときには、債権額に応じた按分比例その他乙及び丙が公平と認める方法によって支払をす 

るものとし、下請負人は、支払の結果について異議を申し立てることができない。 

（文例２） 

  被担保債権の中に乙及び丙の債権と下請債権とがあるときには乙及び丙の債権が優先し、下請負人は、乙の債権の 

弁済に充当した残額について、支払を受けることができる。 

２ （上記第２項と同文） 

 

第３条（譲渡債権の請求） 

  譲渡債権の請求及び受領は乙及び丙がこれを行い、下請負人は ＜契約担任者＞ （以下「丁」という。）に対して

直接支払を求めることができない。 

 

第４条（弁済の充当等） 

  乙及び丙が前条により受領した金銭について、乙及び丙の債権への弁済の充当並びに下請負人への支払は、以下の 

とおり行う。 

２ 甲が、丁との本件工事請負契約を完全に履行し、乙及び丙が丁から譲渡債権全額を受領した場合は、乙及び丙は、乙

及び丙の債権への弁済に充当した残額を直ちに甲に返還し、下請負人への支払は甲の責任において行う。 

３ 甲に、以下の事由が生じた場合は、工事完成の如何を問わず、乙及び丙が丁から受領した金銭については、乙及び丙

の債権への弁済の充当並びに下請負人への支払は乙及び丙の計算において行う。この場合、下請人に支払をするときは、

乙及び丙は甲に対して事前に通知するものとする。 

 (1) 破産手続開始、民事再生手続開始、会社更正手続開始、会社整理開始又は特別清算開始の申立てがなされた場合 

 (2) 手形交換所の取引停止処分を受けた場合 

 (3) その他甲が所在不明等により一般的に債務の弁済ができなくなった場合 

４ 弁済期が到来していない債権があるとき、乙及び丙の債権への弁済の充当並びに下請負人への支払を行う限度にお 

いて、甲は期限の利益を失う。 

５ 乙及び丙の債権への弁済の充当並びに下請負人へ支払をしたときは、乙及び丙は甲に通知する。 

  なお、残額があるときは、乙は甲に、その残額を引き渡さなければならない。 

 



 

 

第５条（協力義務） 

  乙及び丙が、譲渡債権の保全若しくは行使又は下請負人への支払等につき、甲の協力を必要とする場合は、甲は直ち

に乙及び丙に協力するものとする。なお、この場合必要となる費用については甲の負担とする。 

 

第６条（受益の意思表示） 

  下請負人は、乙及び丙に対して、本特約の各条項を承認したうえで、    年  月  日までに、甲と連署した

書面により、下請債権を被担保債権とする第４条の担保権の利益を享受する旨の意思表示をすることができる。 

２ 下請負人が前項の意思表示を行った場合、甲、乙及び丙は、その権利を損なう行為をすることができない。 

３ 第４条第２項の場合、乙及び丙が甲に対して乙の債権への弁済充当後の残額を甲に返還したときは、下請負人は、乙

及び丙に対して下請債権の請求をすることはできない。 

 

第７条（説明請求） 

  下請負人は、乙及び丙に対して、譲渡債権及び被担保債権の概要の説明を求めることができる。 

 

第８条（合意解約の禁止） 

  甲、乙及び丙とは、下請負人が第３条に定める受益の意思表示をした後は、その同意がなければ本契約を解約するこ

とができない。 

 

 この契約を証するため本書３通を作成し、当事者署名押印のうえ、各々１通を所持する。 

 

 

       年   月   日 

 

 

      債権譲渡人（甲） 住  所 

               商  号                             契約書 

                              代表者名                             使用印 

 

           債権譲受人（乙）  住  所 

                 名  称 

                           代表者名                    印 

 

            債権譲受人（丙）  住  所 

                 名  称 

                           代表者名                    印 

 

 


